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 沖縄振興開発金融公庫（理事長：譜久山當則）の平成 25 年度の農林漁業資金の融資実績は、前年度から

16.2 億円増加し、121 件（前年度比 111％）、27.2 億円（前年度比 248％）と大幅に増加しました。  

資金別では、農業向け融資のなかでも最も広く利用されている「農業経営基盤強化資金（スーパーL 資金）」

が前年度を大きく上回ったほか、「沖縄農林畜水産物等起業化支援資金」、「農林漁業セーフティネット資金」も

増加しました。 

当公庫では、国の施策に基づく政策金融機関として、沖縄県等と連携を図りつつ、様々な分野の担い手農

業者や食品産業事業者の皆様を積極的に支援してまいります。 

 

《ポイント》 

１． 「人・農地プラン」に基づくスーパーL 資金融資が浸透 

「農業経営基盤強化資金（スーパーL 資金）」の融資実績は、前年度から 13.6 億円増加し 44 件、17.1 億円

となりました。増加した主な理由は、畜産農家の規模拡大による母牛の増頭資金や食品加工業の設備更新

などの大口需要が発生したことによるものです。 

営農類型別に融資額の割合を見ると、繁殖牛や養豚業などの畜産が44％と最も多く、続いて、野菜やさと

うきびなどの土地利用型が 36％、果樹・花卉園芸が 20％となりました。 

また、スーパーL 資金の中には農政の新たな取組みとして、平成 24 年 4 月からスタートした「人・農地プラ

ン（※）」に基づく融資が 30 件、7 億円含まれており、今後の地域農業を支える担い手農業者の支援としては

順調な滑り出しとなりました。 

※ 高齢化や後継者不足、耕作放棄地の増加などの「人と農地の問題」に対し、地域の話し合いに基づき市 

町村がプランを策定するもので、中心経営体に位置づけられた認定農業者がスーパーL 資金を利用する 

場合、当初５年間は実質無利子化されます。 

 

２． 起業化を目指して農林畜水産物等に係る研究開発を行う方を積極的に支援 

沖縄において起業化を目指して農林畜水産物等の研究開発などを行う方を対象とした「沖縄農林畜水産

物等起業化支援資金」の融資実績は、前年度から 7,500 万円増加し 6 件、8,300 万円となりました。これは、

一定の要件を満たす場合は無担保融資が可能となる制度で、平成 25 年度に融資限度額を 800 万円から

4,800 万円に拡充した結果、資金需要に適切に対応することが可能となり、農産物の加工による製品開発等

を積極的に支援しました。 

 

３． 一時的に経営が悪化した農林漁業者に対しセーフティネット機能を発揮 

「農林漁業セーフティネット資金」の融資実績は、51 件、6.6 億円で、特に、配合飼料価格高騰対策として

平成 25 年 1 月にスタートした畜産農家向けの無担保・無保証の特例融資は、38 件（75％）、6.2 億円（94％）

と大きなウェートを占めました。  

農林漁業資金の融資実績が大幅に増加 

～「人・農地プラン」に基づく担い手農業者向け融資伸びる～ 



 

 

〈農業経営基盤強化資金（スーパーL）の概要〉 

融資対象者 農業経営基盤強化促進法に基づく認定農業者の方 

融資限度額 個人 3 億円、法人 10 億円 

融資期間 25 年以内（うち据置 10 年以内） 

担保・保証人 原則必要 

本制度の 

ポイント 

認定農業者が作成する「農業経営改善計画」の達成に必要な長期資金に幅広くご利用い

ただける資金で、農地、施設・機械取得に必要な設備資金はもとより、規模拡大等に伴う

初期的経営費用（家畜の購入費、飼料費、人件費など）なども対象になります。 

実  績 計 44 件、17.1 億円 

〈沖縄農林畜水産物等起業化支援資金の概要〉 

融資対象者 
沖縄において起業化を目指して農林畜水産物等を用いた製品の開発又は農林畜水産物

の品種改良を行う方 

融資限度額 4,800 万円 

融資期間 8 年以内（うち据置 5 年以内） 

担保・保証人 一定の要件を満たす場合は無担保での融資可能 

本制度の 

ポイント 

本土復帰にあたって公庫が承継した権利義務のうち、琉球政府の本土産米国資金特別会

計に属する権利義務に関する資金を財源とした農林漁業者等向けの独自制度です。 

実  績 計 6 件、8,300 万円 

〈農林漁業セーフティネット資金（配合飼料高騰関連）の概要〉 

融資対象者 
畜産農家で農業所得が総所得の過半を占めている方又は、個人で農業粗収益が 200 万

円以上、法人で農業売上高が 1,000 万円以上の方 

融資限度額 
600 万円（但し、簿記記帳を行っている方に限り年間経営費若しくは粗収益の 6/12 に相当

する額のいずれか低い額） 

融資期間 10 年以内（うち据置 3 年以内） 

担保・保証人 
担 保：不要 

保証人：原則として個人の場合は不要、法人の場合は代表者のみ 

本制度の 

ポイント 

配合飼料価格の高騰又は高止まりの影響を受けた畜産業を営む方が経営の維持安定に

必要とされる資金について、通常より有利な条件でご利用いただける制度です。 

実  績 計 38 件、6.2 億円 

 

 〔問合せ先〕 

融資第三部 農林漁業融資班：新城 ℡098（941）1840 


